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令和   年   月   日  

 

まいばら協働事業エントリーシート  

 

まいばら協働事業提案制度について、次のとおり協働事業の提案をします。  

１  事業の

名称  
●●●●●●●●  分かりやすい事業名を記入してください  

２  提案団

体  

団体名称（ふりがな）  

●●●●●（×××××）  

代表者  

役  職   

氏  名  

役職      （ふりがな）××××× 

 ●●●●●         ●●  ●●  

連絡先  

Tel 

Fax 

E-mail 

住  所  

〒  

 

連絡責任者（代表者と同じ場合は記入の必要はありません）  

役  職  

氏  名  

役職      （ふりがな）  

 

連絡先  

Tel 

Fax 

E-mail 

住  所  

〒  

 

３  協働希

望 の 市 担

当部署  

協働したい市の担当部署名を記入してください。部署名だけでなく、「〇〇に関す

る業務を行っている部署」などのような記入でも問題ありません。また、複数の部

署名の記入も可能です。  

 

※記入例  

 〇〇課  

 〇〇事業に取り組んでいる課  

太枠内を記入してください 

団体の事務所などがある場合

は、事務所をお書きください。 
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４  事業の

概要  

協働事業で取り組んでみたい内容を記入してください。別途、参考になる資料があ

る場合は、添付してください。  

 

※詳細が決まっている場合は、できるだけ具体的にお書きください。  

 例えば、事業の対象者やスケジュール、すでに取り組んでいる内容など。 

５  団体が

行うこと  

事業の中で、団体側が取り組む内容を記入してください。  

 

※事業の役割分担の目線で記入してください。団体と市の両者が行うことと

して、５と６が同じ内容でも問題ありません。  

６  市に求

めること  

事業の中で、市側に取り組んでほしい内容を記入してください。  

 

※事業の役割分担の目線で記入してください。団体と市の両者が行うことと

して、５と６が同じ内容でも問題ありません。  

７  将来の

目標  

事業の最終目標や、協働事業期間の計画などを記入してください。  

 

※記入例  

令和６年度末：〇〇が〇〇まで進める。  

令和７年度末：〇〇の人数が〇〇まで達成する。  

令和８年度末：〇〇のイベントに〇〇人入場がある  

10 年後：〇〇が〇〇まで進む。  
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様式第 1号 

年   月   日  

米  原  市  長  様  

 

まいばら協働事業提案書  

まいばら協働事業について、次のとおり関係書類を添えて提案します。  

１  事業の名称   ●●●●●●●●  分かりやすい事業名を記入してください  

２  提案の種類  
□自由提案型       

□行政テーマ設定型 (テーマ名             ) 

３  提案団体  

団体名称（ふりがな）  

●●●●●（×××××）  

代表者  

役  職   

氏  名  

役職       (ふりがな ) ××××× 

 ●●●●●         ●●  ●●  

連絡先  

Tel （      ）   －  

Fax （      ）   －  

E-mail 

住  所  
〒  

連絡責任者（代表者と同じ場合は記入の必要はありません）  

役  職  

氏  名  

役職       （ふりがな）  

連絡先  

Tel （       ）  －     

Fax （        ）  －  

E-mail 

住  所  
〒  

 

添付書類（該当書類の□欄に✓をつける）  

□  １  協働事業提案書（様式第１号：本書類）  

□  ２  協働事業企画書（様式第２号 ) 

□  ３  団体概要書（様式第３号）  

□  ４  団体の定款、規約および会則その他これに類するもの 

□  ５ 会員名簿 

□  ６ 団体の活動状況を示す資料（当該年度の事業計画書、前年度の事業報告書） 

□  ７ 団体の経営状況を示す資料（当該年度の予算書、前年度の収支決算書） 

□  ８ その他市長が必要と認める書類 

  

 

団体の事務所などがある場合

は、事務所をお書きください。 

太枠内を記入してください 

✓  
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様式第２号 

 

まいばら協働事業企画書  

団体名    

事業名   

提案の種類  
□自由提案型       

□行政テーマ設定型 (テーマ名             ) 

１  事業の概要  

①事業の必要性  

（把握している市民

のニーズや解決した

い課題）  

 

②事業の目的  

(何を実現・解決した

いか ) 

  

 

③事業の対象者  ※どのような人を対象としますか？  

 対象者はどのくらいいますか？   など  

 

④事業の目標  

（いつまでにどのよ

うな状態にしたい

か）  

※どのような状態にしたいと考えていますか？  

 実施する事業によってどう変わりますか？   など  

⑤事業の概要  

（どのような過程・

手段で行いたいか）  

※具体的にお書きください。  

 記入欄が足りない場合は、別紙にて添付してください。  

 

 

 

 

 

 

 

整理番号  

提案書と共通にしてください 

行政テーマ設定型の提案の場合は、「行政テーマ

概要書」を確認の上、市民の視点から捉えた現

状、課題、目的をお書きください。 

太枠内を記入してください 
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⑥事業の役割分担  提案団体（できること）  

 

※⑤の事業概要の内容と照らし合わせて箇条書きでお書きく

ださい  

 

市（期待すること）  

 

※⑤の事業概要の内容と照らし合わせて箇条書きでお書きく

ださい  

 

その他 (協力者など )求める協力内容の想定  

 

※提案団体、市以外に想定する協力者とその内容を箇条書き

でお書きください。  

 

⑦事業の効果  

（達成しようとして

いる成果、期待され

る波及効果）  

 

※対象者への目に見える効果  

解決しようとする課題がどのようになるのか  

事業目的以外にも波及される効果   など  

２  関連項目  

①行政と協働する  

・必要性  

・相乗効果  

・メリット   など  

 

※行政への要望ではなく、行政の役割としての必要性等をお

書きください。  

②事業を進めてい

く上で、想定される

課題や問題  

 

※担当課との協議の中で解決したい課題や問題をお書きくだ

さい。  

③その他  

 

 

 

太枠内を記入してください 
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収  支  計  画  書  

   

提案事業名  
 

提案団体名   

  

１  収入の部  

科  目  金  額  （円）  内  訳  

   

   

   

   

合  計（Ａ）    

 

２  支出の部  

科  目  金  額  （円）  内  訳  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合  計（Ｂ）    

 

 

太枠内を記入してください 

提案書と共通にしてください 

自己資金は種類ごとに分けて

お書きください。 

事業に必要な経費を全てお書きください。 

人件費については、提案事業の実施に直接必要な

謝礼や報酬をお書きください。 

主催者の親睦のための経費や打ち上げ費用は、 

いかなる科目であっても対象外です。 
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様式第 3 号  

 

提  案  団  体  概  要  書  

１  団体名   

２  団体の所在地  
〒    －          

３  代表者名  
（ふりがな）           

４  設立年月日  
年   月   日  

（ NPO 法人の場合： NPO 法人設立年月日   年   月   日）  

５  構成員数  

うち役員数  

     人  

専従職員         

        人  

うち役員数  

    人  

うち有給職員       

        人  

６  団体の目的  

 

※団体設立の目的や、目指す姿等をお書きください。  

７  主な活動内容  

 

※年間を通した活動のほか、近年実施した単発的な事業もお書

きください。  

８  主な活動場所  

 

※主に活動の場としている場所や地域をお書きください。  

９  行政との  

協働実績  

 

※委託、補助、指定管理などの他、協働で行った事業を全お書

きください。  

10 上記以外の実績  

 

※７～９の欄に記入した以外に事業があればお書きください。  

 

整理番号 

太枠内を記入してください 
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Q1 提案事業の要件となっている、「公益性または社会貢献的な事業」とはどのようなものですか？ 

A1 個人や友人、家族間など特定の人のために行われる事業ではなく、広く市民サービスの向上に 

つながり、市が事業として一緒に取り組むことが適当であることが要件です。 

 

Q2 「行政テーマ設定型」は市が示した事業を一緒に実施する団体を募集するものですか？ 

 A2 「行政テーマ設定型」は市が事業の内容を決めて、実施する団体を募集するものではありません。 

   市は市民と協働で取り組みたい課題やテーマを提示し、その解決や実現につながるような市との 

協働事業の企画を団体から提案していただくものです。 

 

Q３ 現在、団体が実施している事業でも対象になりますか？ 

 A3 現在、団体が自主的に実施している事業でも構いませんが、市と協働で実施することにより、内 

容や規模などの点で新たな事業展開が可能となり、効果がさらに高まることが期待できる事業が対

象となります。 

 

Q４ 民間から助成金を受けている事業も対象になりますか？ 

A4 対象になりますが、民間助成の規定の中で制約がある場合もありますので、確認をしてから提案

してください。なお、既に米原市から助成などを受けている事業または受ける予定のある事業は

対象外となります。 

 

Q５ 地域創造支援事業との違いは？ 

 A5 地域創造支援事業は、まちづくり活動や団体の自主事業に対し、市が一定割合の資金支援をして

います。事業の企画、実施に関しては団体主導で行われます。 

    一方、協働事業提案制度は公益的な事業に対する団体等からの市との協働事業の提案に対し、 

   団体等と市が役割分担して事業を実施することになります。提案内容に対し、団体等と市は協議を

繰り返し、詳細な計画を立て実施していくことになります。 

 

Q６ 新たに団体を立ち上げて応募することも可能ですか？ 

 A６ 新たに作られた団体でも対象になります。 

    ただし、団体の運営に関する規約等が整備され、予算決算などの事務や経理事務が適正に行わ

れることが見込まれ、市と協働して事業を遂行できることが必要です。 

 

 

 

まいばら協働事業提案制度 Q&A 
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Q7 市の役割として、どのような事が想定できますか？ 

 A7 市の役割は、事業化に向けて団体と担当課が協議を進めていく中で具体的に調整を図ることにな 

りますが、経費の負担だけでなく公共施設の会場確保や、広報媒体による周知、情報提供、関係機

関との連絡調整などが想定できます。 

 

Q８ 提案書の作成やプレゼンテーションの仕方などのアドバイスはもらえますか？ 

 A8 自治環境課で、募集期間中に随時御相談に応じます。提案事業の内容や提案書の書き方のほか、

事業に必要な情報提供や関係課への調整なども行います。プレゼンテーションの仕方についても、

事前協議の中でアドバイスなどさせていただきます。 

 

Q９ 担当課との協議はどのようなことをするのですか？ 

 A9 提案事業の応募受付後、事業に関連する市の関係課と自治環境課の三者による協議を行い、実際

に協働事業を行う上での市の窓口となる担当課を決定させていただきます。その後、担当課とプ

レゼンテーションに向けて提案内容等を見直し、必要に応じて修正等も行うことができます。 

 採択後の協議は詳細な事業計画の確認と、役割分担の調整など実際に事業を実施するための協議 

をしていただきます。 

 

Q10 数年間かけて実施する事業を提案できますか？ 

 A10 提案事業は 単年度での実施が条件です。翌年度も継続して実施したい場合は、翌年改めて提案 

していただくことになります。 

 また、一度採択された事業を継続して提案できるのは、3年間までです。 

 

Q11 収支予算書の人件費について、事業に関わった人の経費を計上できますか？  

 Ａ11 協働事業の実施に直接的に必要となる人件費については対象となります。通常の団体運営に係 

る経費は対象外です。人件費は、業務内容により異なることが予想されますので、提案団体と市 

の協議の場などを通じて、適切な人件費を相談させていただきます。 

 

Q12 飲食代は市が負担する経費の対象になりますか？ 

 Ａ12 スタッフ、参加者、講師への飲食代（食事・弁当・茶菓子）は対象外です。 

 

Ｑ13 提案に当たって情報収集はできますか？ 

 A13 事業提案のために必要な情報は、自治環境課や関係課から集めていただくことができます。ま

た、市の施策については、米原市公式ウェブサイトや市政情報プラザでも各部署から情報公開を

行っています。 

平成 29 年３月に策定された第 2 次米原市総合計画や各種計画には、市の抱える課題や今後取

り組むべきことなどの情報が満載ですので、ぜひチェックしてください。 

 


